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担当課 立地推進課  

 

＜現状＞ 
１ 企業誘致の実績 
（１）生産拠点 
・本県の事業環境や生活環境などの立地優位性をＰＲする 
 とともに、先端産業の生産拠点を対象とする補助制度を 
創設するなど、積極的な誘致活動を展開。 
 

・この結果、半導体の配線材料（スパッタリングターゲット） 
で世界トップクラスのシェアを誇るＪＸ金属株式会社や 
印刷インキ・プラスチック向け着色剤等の製造販売を行 
う東京インキ株式会社などの誘致により、令和７(2025) 
年の工場立地動向調査において、県外企業立地件数が９ 
年連続で全国第１位となるなど、立地実績は全国トップ 
クラスを維持。 
 

【工場立地動向調査結果】 

年 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

立地件数(件) 46 69 66 65 51 60 75 73 49 

全国順位 ５ ２ ３ １ ２ ２ １ １ ４ 

立地面積(ha) 87 147 151 95 99 116 165 117 83 

全国順位 ５ １ １ ２ ２ １ ２ ３ ６ 

県外立地企業件数(件) 30 34 40 38 28 40 47 46 34 

全国順位 １ １ １ １ １ １ １ １ １ 
 
（２）本社機能 
・全国トップクラスの補助制度（最大 50億円）等を活用 
 した誘致活動により、本社機能の移転を推進。 
 
・この結果、世界的化粧品メーカーのＥＬ・ＡＰＳＣ合同 
 会社（エスティローダーの日本法人）や大手建設機械 
メーカーの日立建機株式会社の研究開発拠点などが立地。 
 

【本社機能移転計画認定件数（R8.7.1現在）】 

年 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 計 

本社機能移転計画認定件数(件) 10 ６ ３ ３ ３ １ ０ １ 27 
 
２ 企業誘致の成果（雇用の創出） 
・令和７(2025)年度に、過去 10 年間（平成 27(2015)年から令和６(2024)年）に県内に立地
を決定した企業 552 件（延べ 633 件）を対象に雇用状況を調査したところ、次のとおり
322件（回答率：58.3％）から回答があり、従業員数は 18,968人、うち地元雇用者数は
8,001人であった。 

 
【結果概要（2025年４月１日時点の従業員数）＞ 

・従業員数 18,968人【採用計画比 256％(7,421人)】(うち地元雇用 8,001人(地元雇用率 42.2％)) 

  （内訳） 

・正規雇用 13,027人【採用計画比 260％(5,014人)】(うち地元雇用 6,265人(地元雇用率 48.1％)) 
 

 
 
 
 
  
＜展開すべき今後の施策＞ 
地域経済の発展と若者が望む魅力ある雇用の創出に向け、本県の立地優位性や本県独自の

優遇制度のＰＲなど、戦略的な誘致活動を展開することにより、利益率の高い、高付加価値
な成長産業の生産拠点及び本社機能をはじめ、グローバル企業のフラッグシップ（主力）拠
点の誘致を推進していく。 
 
１ 企業の設備投資動向の把握、業界に精通した専門家による分析 
（１）マーケティング調査 

○ターゲットとする業界を中心とした県外企業に対するアンケートによる設備投資に 
関する意向調査を実施し、投資意欲のある企業への誘致活動を展開。  

（２）誘致戦略アドバイザー 
○ターゲットとする業界に精通するアドバイザーを通じて、企業の投資動向や業界動向 
の把握に基づく、戦略的な誘致活動を展開。 
（産業タイムズ社、矢野経済研究所） 

 
２ 本県の魅力や独自の支援制度の情報発信 
（１）企業誘致広報資料等の作成・配布によるＰＲ 

○本県の立地優位性等を企業にアピールするためのパンフ 
レットの作成・配布やＷＥＢ上での広告掲載、ターゲテ 
ィングメールの配信によるＰＲ  

（２）産業立地セミナーの開催によるＰＲ 
○半導体・次世代自動車関連産業等の成長分野を中心とし 
たメーカー、企業の設備投資情報などに詳しい大手ゼネ 
コン、金融機関などを招待し、本県の立地優位性等の 
ＰＲや情報交換を行うセミナーを東京・大阪で実施 

 
３ 中核拠点等の立地に対する支援 
（１）中核拠点・生産拠点の立地に対する支援 
  ○グローバル企業のフラッグシップ（主力）拠点誘致促進補助 

成長産業（半導体・次世代自動車関連産業等）のグローバル企業のフラッグシップ 
（主力）拠点の整備に対する補助【上限 100億円】  

○次世代産業集積・カーボンニュートラル強化プロジェクト事業補助 
成長産業の生産拠点の建物整備費、設備購入費に対する補助【上限 30億円】  

（２）本社機能の移転に対する支援 
○本社機能移転強化促進補助等 

成長産業の本社機能の移転に対する補助（建物整備費・設備購入費、賃料、移転人数
等に応じた雇用補助、事務所等移転費補助）【上限 50億円】 
※令和８(2026)年度に雇用補助の対象業種を拡充 

【テーマ】 

１ 新たな雇用を創出する企業誘致 

・高付加価値な成長産業の生産拠点や本社機能等の

質の高い雇用の創出に向けた戦略的な企業誘致 

県民が日本一幸せに暮らせる県づくりに寄与する企業誘致及び 

地域の安全・安心を確保する公共インフラの整備・維持管理 

 

＜課題＞ 

目まぐるしく変化する社会経済情勢を的確に捉えながら、本県が今後とも持続的に発展して

いくためには、成長産業をはじめとした企業による大規模な投資を継続して呼び込むことで、本

県の経済力を高めるとともに魅力ある雇用を創出していくことが必要。 

JX金属(株)（ひたちなか市） 

 

本社機能(研究開発拠点)の誘致 

EL･APSC(合)（下妻市） 

大阪セミナー（R8.2.10） 

産業立地セミナーの開催 

生産拠点（先端産業）の誘致 
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担当課 立地整備課   

＜現状＞ 
１ 県の公共工業団地の状況 
 ・県の公共工業団地については、未分譲面積 160.5ha を保有している状況であり、県議会から

の「保有土地の処分が計画的に進んでいるか、数字を常にしっかり把握し，県民に明らかにし

ながら、土地処分を進めるべきである」との提言を踏まえて、改革工程表を作成・公表し、令

和 11年(2029)度までの処分を目指し、全力で取り組んでいる。 

 
工業団地名 所在地 分譲可能面積(ha) 未分譲面積（ha） 

常陸那珂 ひたちなか市 65.9 0.0 

那珂西部 那珂市 36.3 0.0 

岩井幸田 坂東市 62.2 0.0 

宮の郷 常陸太田市・常陸大宮市 52.2 3.3 

茨城中央・１期 茨城町 69.5 14.5 

茨城中央・２期 茨城町 54.2 18.4 

茨城中央・笠間 笠間市 74.3 25.3 

茨城空港ﾃｸﾉﾊﾟｰｸ 小美玉市 37.2 28.0 

北浦複合 行方市 111.8 67.2 

筑波北部 つくば市 103.2 3.8 

合 計 666.8 160.5 

        

２ 産業用地の確保の現状 
（１）市町村の開発計画の支援 

・市町村が主導する開発計画を県が支援する取組として、令和元(2019)年度に「未来産業基盤強

化プロジェクト」を立ち上げた。 

・これまでに、計６地区を「産業用地開発地区」に選定し、早期の造成工事着手に向け、開発に

係る各種手続を部局横断的な体制で支援している。 

 
選定時期 市町村 地区名 開発面積 事業手法 

R2.6.30 
筑西市 田宿地区拡張 約 7.0 ha 開発行為(※) 

境町 猿山・蛇池地区 約 10.6 ha 開発行為 

R4.9.16 
古河市 東山田・谷貝地区 約 21.8 ha 開発行為(※) 

下妻市 古沢・袋畑地区 約 37.4 ha 開発行為 

R5.12.14 
日立市 神田町地区 約 7.9 ha 開発行為 

常総市 坂手工業団地東部地区 約 34.5 ha 開発行為(※) 

 
（２）県施行による新たな産業用地の確保 

・圏央道周辺を中心に企業立地が進んでおり、令和８(2026)年度には、４車線化の整備完了（県

内区間）が予定されていることなどから、今後も企業の立地ニーズがより高まっていくことが

見込まれる。 

・このような立地ニーズがある地域を的確に捉え、事業採算性等を十分に検討した上で、令和３

(2021)年度に約 20年ぶりとなる県施行による工業団地「圏央道インターパークつくばみらい」

の開発を事業化し、２年４か月で完売した。 

・現在、「フロンティアパーク坂東」及び「常陸那珂工業団地拡張地区」に加え、「阿見実穀地区」

において県施行による開発を推進するとともに、優良企業の誘致活動を展開している。 

表３ 県施行による産業用地開発 

地区名 所在地 開発面積 進捗状況 
圏央道インターパーク 

つくばみらい 
つくばみらい市 約 70.3ha 

令和３(2021)年４月の事業開始から 

２年４か月で完売 

フロンティアパーク 

坂東 
坂東市 約 71.9ha 

令和４(2022)年４月 ：事業開始 

令和５(2023)年９月 ：第１次分譲(１社立地決定) 

令和６(2024)年 11月：第２次分譲(１社立地決定) 

令和７(2025)年 10月：第３次分譲(１社立地決定) 

常陸那珂工業団地 

拡張地区 
ひたちなか市 

第１期拡張地区  

約 23.2ha 

 

 

第２期拡張地区  

約 38.3ha 

第１期拡張地区 

令和５(2023)年４月：事業開始 

令和７(2025)年３月：第１次分譲(１社立地決定) 

６月：第２次分譲(３社立地決定) 

第２期拡張地区 

令和５(2023)年９月：事業開始 

阿見実穀地区 阿見町 約 68ha 
令和８(2026）年度：地区計画等の開発手続、設計、 

用地買収、造成工事着手 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜展開すべき今後の施策＞ 
１ 県の公共工業団地における早期処分の推進 

・早期の土地売却を実現するため、企業が立地しやすい環境の整備を進めるとともに、成長や投

資が見込まれる分野を中心に、戦略的な企業誘致活動を進めていく。 
 
２ 新たな市町村の開発計画の支援 

・「未来産業基盤強化プロジェクト」等により、企業の立地ニーズに応じた産業用地の開発が推

進されるよう、市町村に対して、部局横断的な体制できめ細やかな助言及び庁内調整を行い、

市町村の開発計画を積極的に支援していく。 
 
３ 県施行による新たな産業用地の確保 

・「フロンティアパーク坂東」、「常陸那珂工業団地拡張地区」及び「阿見実穀地区」の整備を着実

に進めた上で、企業ニーズや事業採算性などを見極めながら慎重に検討していく。 

 

 

＜課 題＞ 
令和８（2026）年度に４車線化の整備完了（県内区間）が予定されている圏央道の周辺地域を

はじめ、今後、企業の立地ニーズがより一層高まっていくことが見込まれる地域を的確に捉え、
市町村が主導する開発計画を積極的に支援するとともに、県施行による新たな産業用地の開発に
スピード感を持って取り組む必要がある。 

圏央道インターパークつくばみらい フロンティアパーク坂東  常陸那珂工業団地拡張地区  

【テーマ】 

・企業誘致の受け皿となる産業用地の確保 

県民が日本一幸せに暮らせる県づくりに寄与する企業誘致及び 

地域の安全・安心を確保する公共インフラの整備・維持管理 

阿見実穀地区  

表２ 未来産業基盤強化プロジェクト これまでに選定した産業用地開発地区 

※地域未来投資促進法に基づく農地転用許可の特例を活用 

※地域未来投資促進法に基づく農地転用許可の特例を活用 

表１ 県の公共工業団地の分譲状況（令和 8(2026)年 7月末時点） 

工業団地名 所在地 
分譲面

積(ha) 

分譲中面

積（ha） 

宮の郷 常陸太田市・常陸大宮市 52.2 2.8 

茨城中央・１期 茨城町 69.5 14.5 

茨城中央・２期 茨城町 54.2 18.4 

茨城中央・笠間 笠間市 74.3 25.3 

茨城空港ﾃｸﾉﾊﾟｰｸ 小美玉市 37.2 28.0 

北浦複合 行方市 111.8 67.2 

筑波北部 つくば市 103.2 3.8 

合 計 502.4 160.0 
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担当課  道路建設課、道路維持課、港湾課 

 

＜現状＞ 

１ 高速道路等の整備効果 

 ・平成 20 年に北関東自動車道の県内区間が全線開通し、茨城港が高速道 

路と直結した結果などにより、輸出額は平成 11年比で約 30 倍に増加。 

【写真１】 

 ・平成 22 年の東関東自動車道の茨城空港北ＩＣや、令和３年の茨城空港 

アクセス道路の開通などにより、茨城空港の利用客数は令和７年度に 

当初計画の 81 万人を上回る 83 万人を記録。 

 ・平成 29 年の圏央道の県内区間開通（暫定２車線）後、９年間の累計で 

554 件の企業が立地し、うち約７割が圏央道沿線の県南・県西地域に 

集中。 

・つくば西スマートＩＣや都市軸道路の整備などにより、「圏央道 

インターパークつくばみらい」は２年４か月で完売。【写真２】 

 ・高速道路などと港湾・空港や、工業団地が接続されることで、大きな 

経済効果を発揮。 

２ 高速道路や直轄国道、アクセス道路の現状 

（１）高速道路（県内４路線） 

・常磐道、北関東道は県内４車線化で開通済み。 

・圏央道は県内全線開通済。現在、県内４車線化に向け整備中。 

→周辺工業団地の生産性向上に期待。 

・東関道水戸線は、全線開通に向けて整備中。東関道水戸線と鹿島臨海 

工業地帯を結ぶ（仮称）鹿行南部道路の計画の具体化に向け、概略ルー 

ト、構造の検討を実施中。 

→約 190 社が集積し、約 3兆円の製造品出荷額の鹿島臨海工業地帯が 

高速道路網と直結することで、大きな経済効果を期待。 

 ・高速道路の利便性が高まるスマートＩＣが県内５箇所で開通済のほか、 

５箇所で整備中。 

  →周辺で整備済の工業団地（千代田、笠間）、計画中の市街地 

開発（守谷、つくばみらい、土浦）があり、大きな経済効果を期待。 

（２）直轄国道（県内４路線）  

・高速道路とともに地域形成の軸となる直轄国道について、慢性的な交通 

渋滞が発生し、バイパス整備、拡幅事業を実施中。【写真３】【表１】 

  →物流の効率化により、周辺工業団地の生産性向上に期待。 

（３）アクセス道路（補助国道・県道） 

・常陸那珂港区と宮の郷工業団地など県北地域を結ぶ水戸外環状道路の

整備などを実施中。【写真４】 

  →高速道路や直轄国道への接続を強化することで、周辺工業団地の生

産性向上に期待。 

＜展開すべき今後の施策＞ 

１ 高速道路・直轄国道等の整備  

 

（１）高速道路等 

・東関道水戸線の全線開通及び圏央道の４車線化 

に向けた整備推進。 

  ⇒事業主体の国、ネクスコ東日本に対し、事業が 

円滑に進むよう地元調整などを支援。【写真５】 

・事業中スマートＩＣの早期完成及び検討中 

スマートＩＣの早期事業化。 

⇒市町村に対し、技術的な支援により事業推進。 

【写真６】 

・（仮称）鹿行南部道路の計画の早期具体化。 

⇒地元市と連携し、国と調査を実施。 

 

（２）直轄国道 

 ・直轄国道の整備推進に向け、国に対して十分 

な予算の確保、小美玉道路（仮称）などの 

未事業箇所の早期事業化を要望。 

  ⇒土地開発公社を活用し、用地取得を支援。 

 

 

２ アクセス道路の機能強化 

 

（１）補助国道・県道 

・ＩＣや港湾・工業団地などの拠点を結ぶアクセス道路としての機能 

 強化を図る。 

⇒国庫補助（個別補助・交付金）などを活用して重点的に整備推進。 

Ｉ Ｃ 等：国道 354 号（古河境 BP・境岩井 BP）、県道竜ヶ崎阿見線、 

県道常総取手線など【写真７】【写真８】 

  港  湾：水戸外環状道路、国道 245 号（久慈大橋・日立港区北拡幅）など 

工業団地：都市軸道路、国道 293 号（常陸太田東 BP）、 

国道 355 号（石岡岩間拡幅）、県道大洗友部線、 

県道石岡城里線、県道土浦竜ヶ崎線、県道つくば野田線、 

県道筑西つくば線、県道美浦栄線など 

 

 

 

 

【テーマ】 

安全・安心で住みやすさを確保する公共インフラの整備・維持管理 

（高速道路や直轄国道と港湾等の拠点を結ぶアクセス道路の整備推進） 

県民が日本一幸せに暮らせる県づくりに寄与する企業誘致及び 

地域の安全・安心を確保する公共インフラの整備・維持管理 

＜課題＞ 

更なる企業立地、港湾利用の活性化や生産性向上による持続的な県の発展 

のため、高速道路・直轄国道の整備推進及びＩＣや港湾・工業団地などの 

拠点間を結ぶアクセス道路の機能強化が必要。 

 

写真 7 国道 354 号（境岩井 BP）
（坂東市・境町内） 

写真 8 主要地方道竜ヶ崎阿見線 
（牛久市内） 

写真 6 つくばみらいスマート IC 
（つくばみらい市内） 

写真 5 東関道水戸線 

 （潮来市内） 

至 水戸市 

至 千葉県 

至 阿見町 

至 龍ケ崎市 

写真 4 水戸外環状道路 
（東海村内） 

至 水戸市 

至 東京 

写真 1 茨城港常陸那珂港区 

至 古河市 

至 常総市 

至 国道 6 号 

至 茨城港 

表１ 直轄国道の主要渋滞箇所数 

写真 2 インターパークつくばみらい 
（つくばみらい市内） 

直轄国道 主要渋滞箇所数

４号    ８箇所

６号    60箇所

50号    28箇所

51号    ６箇所

計   102箇所

写真 3 国道６号渋滞 
（土浦市内） 

至 東京 

至 水戸市 
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担当課  道路維持課 

 

＜現状＞ 

１ 県管理道路及び道路施設の状況 

 ・本県は、約 4,100km の県管理道路を有し、橋梁約 2,800 橋、 

横断歩道橋約 120 橋、トンネル 19箇所など様々な道路施設を 

管理しており、進展するインフラの老朽化への対応が課題。 

【表 1】 

 

２ 道路施設の長寿命化対策 

・点検や診断結果に基づき、長寿命化 

計画を策定し、計画的かつ予防保全 

的に修繕などを実施することで長寿 

命化を図り、ライフサイクルコスト 

の縮減に努めている。 

・橋梁では、5年に 1度の定期点検を 

実施し、健全度を 4段階で診断し、 

健全性に応じて修繕を実施。【表 2】 

 ・修繕にあたっては、緊急輸送道路や線路・高速道路を跨ぐ橋梁などを優先的に対応。 

 

３ 道路の維持管理 

（１）除草・植栽管理 

・車両や歩行者の通行の安全確保を目的に、通学路の指定状況や沿道の 

土地利用状況を踏まえて、年 1～2回実施。【写真 1】 

・一部区間においては、道路ボランティアが実施。 

 ・街路樹などの道路植栽については、繁茂状況を踏まえ、交通量が多い 

路線や通学路などを優先して、枝の剪定などを適宜実施。 

・労務単価の上昇や人手不足に対応するため、省力化などにより、 

従来の維持管理水準を維持・確保していく必要がある。 

 

（２）道路パトロール 

・道路の異状を確認するため、月 2回の頻度で定期的にパトロールを 

実施。 

・緊急的に措置が必要な異状箇所は、応急的に補修を実施。【写真 2】 

 ・異常気象時や災害発生時には、道路の被災状況や通行可否などを 

確認するため、緊急的なパトロールを実施。 

 

（３）舗装 

 ・大型車交通量や地域特性を考慮して、MCI に基づき修繕の優先順位を決定。 

  ※MCI・・・「ひび割れ率」、「わだち掘れ量」、「平坦性」の 3要素より舗装の状態を総合的かつ定量的に評価する指標 

 

 

 

＜展開すべき今後の施策＞ 

１ 効率的・効果的な長寿命化対策の推進 

・最新の点検結果や修繕履歴などに基づき、長寿命化計画を改定し、 

計画的な修繕・更新を実施。 

 ・劣化が進行し、重大な損傷が発生してからの対応ではなく、点検・ 

診断によって劣化を把握し、損傷が軽微な段階から計画的に修繕を 

行う予防保全型維持管理へ転換。 

 ・点検に、ドローンなどの新技術を活用することで、点検作業の効率 

化、コスト縮減を推進。【写真 3】 

 ・橋梁では、新たな維持管理の取り組みとして、橋梁桁間の継手部分 

に新技術の止水機能の高い伸縮装置を使用するなどの止水対策や、 

弱点となりやすい桁端部などの部分塗装により、劣化しやすい箇所 

の劣化進行を抑制。【写真 4】 

・横断歩道橋は、利用状況などを踏まえつつ、管理するすべての橋梁 

で統廃合を検討。 

 

 

２ 道路施設の適切な維持管理の推進 

（１）除草・植栽管理 

 ・労務単価の上昇などに伴い、これまでと同等の維持管理水準を確保 

するため、令和 8年度の道路の除草予算（道路補修費）を 5億円 

増額して対応。 

・新設道路における防草タイプ製品の使用や供用済み道路における 

中央分離帯や法面などのコンクリート被覆、防草シートの設置など、 

防草対策の推進による除草面積の縮減。【写真 5】 

・道路ボランティアについては、県・市町村の広報誌や SNS などを 

通じた周知強化による実施団体の加入促進に加え、貸与品の拡大 

などによる制度拡充を推進。 

 ・維持管理費を抑制する観点から、地元住民との合意形成や地元 

自治体のまちづくりの方針を踏まえたうえで、老木化した街路樹の 

計画的な伐採。 

 

（２）適切かつ効率的な維持管理の推進 

・パトロールなどで把握した異状箇所の 

 共有、対応の指示、対応状況の共有を 

地理情報システムで一元的に行うこと 

で、情報共有の効率化、現場対応の 

迅速化・確実化を推進。【図 1】 

・計画的な舗装修繕では、路面性状、 

補修履歴を蓄積し、路面の劣化（MCI 

の推移）を予測するシステムを活用 

することで、舗装の破損による事故の 

未然防止を推進。 

 

県民が日本一幸せに暮らせる県づくりに寄与する企業誘致及び 

地域の安全・安心を確保する公共インフラの整備・維持管理 

【テーマ】 

安全・安心で住みやすさを確保する公共インフラの整備・維持管理 

（公共インフラの長寿命化対策及び日常管理の推進）（道路） 

＜課題＞ 

１ 老朽化が進展する道路施設の効率的・効果的な長寿命化対策の推進 
２ 労務単価の上昇や人手不足に対応した道路施設の適切な維持管理の推進 

【表 1】茨城県における道路延長 

実延長
（km）

全国
順位

高速道路 約      200 18
直轄国道 約      400 23

県管理国道・県道 約   4,100 12
市町村道 約 50,900 2

合計 約 55,600 2

道路延長
道路の種類

【図 1】茨城県道路維持管理支援システムイメージ 

【写真 2】路面補修の状況 

【写真 5】防草対策の実施例 

【写真 4】部分塗装の実施例 

【表 2】 健全性診断と橋梁の点検結果 

健全性の状態 点検結果（R8.3時点）

Ⅰ 健全 道路橋の機能に支障が生じていない状態。 Ⅰ  32.1%

Ⅱ 予防保全段階
道路橋の機能に支障が生じていないが
予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい状態。

Ⅱ  62.3%

Ⅲ 早期措置段階
道路橋の機能に支障が生じる可能性があり
早期に措置を講ずべき状態。

Ⅲ  5.6%

Ⅳ 緊急措置段階
道路橋の機能に支障が生じている
又は生じる可能性が著しく高く緊急に措置を講ずべき状態。

Ⅳ  0%

区分

【写真 3】ドローンを活用した橋梁点検 

【写真 1】道路除草の状況 
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担当課  河川課 

 

＜現状＞ 

１ 県管理河川及び管理施設 

  ・216 河川 延長約 1,660km を管理。 

・32 河川管理施設。（堤防や護岸を除く水門や排水機場等） 

県が操作規則や要領を定め、地元市町村や土地改良区に操作管理を委託。 

  

２ 河川管理施設の長寿命化対策 

 ・河川管理施設において、老朽化が顕著となる設置後 

30 年を経過した施設が、約 8割。（令和 7年度末時点） 

【写真 1】 

・このため、限られた予算の中で適切な維持管理を実施 

することが必要であり、計画的な点検・補修により 

施設の状態を的確に把握し、「予防保全」の考え方で、 

長寿命化を効率的・効果的に進め、ライフサイクル 

コストの縮減に努めている。 

・治水上重要で改築に多大な費用を要する排水機場や 

水門など 12 施設について、長寿命化計画に基づき、 

国の補助金を活用しながら順次、修繕や更新等を行い、 

施設の延命化を図っている。【表 1】 

・一方、規模が小さい樋門・樋管などの 20 施設におい 

 ては、点検結果に基づき、異常が確認された場合 

は、速やかに補修を実施。 

 
３ 河川の維持管理  

・出水期前をはじめとする河川の点検により、土砂 

堆積状況や護岸損傷等の有無を確認。 

【写真 2】【写真 3】 

・堤防の変状把握や漏水箇所等の異常を早期に発見す 

るとともに、河川の流下能力を維持することを目的 

として、年１回の堤防除草を基本。【写真 4】 

・河川堤防については、延長が長く、従来の目視に 

よる点検や現地測量のみでは、堤防の経年的な沈下 

状況の把握に多くの時間とコストを要することから、 

点検作業の効率化による生産性向上を一層進める 

必要がある。 

・従来の管理水準の維持・確保をしていくために、 

労務単価の上昇や人手不足に対応していく必要が 

ある。 

＜展開すべき今後の施策＞ 

１ 効率的・効果的な長寿命化対策の推進 

・長寿命化計画の対象となる 12 施設については、 

引き続き、最新の点検結果に基づく施設の健全 

度、社会的影響度等を踏まえて、優先順位を 

見直した上で令和 7年度に長寿命化計画を改定 

し、計画的な修繕・更新を実施。【写真 5】 

 

２ 河川の適切な維持管理 

（１）河川堤防の除草 

  ・労務単価の上昇等にともない、これまでと同等の維持 

管理水準を確保するため、令和 8年度の河川の除草予算 

（河川補修費）を 3億円増額して対応。 

・令和 5年度より、従来、肩掛け式で除草していた箇所に、 

リモコン式草刈機を導入し、作業の省人化を推進。 

【写真 6】 

・民間ボランティアに河川の除草や清掃を行ってもらう 

河川愛護団体は 87 団体が登録。除草に必要な用具 

（草刈機やゴミ袋）の貸与、支給を行っているほか、PR 用 

リーフレットを作成し、更なる参加拡大の働きかけを実施。 

（２）日常管理における新技術を活用したコスト縮減（衛星を活用した堤防沈下量把握） 

  ・令和 7年度から地球観測衛星を活用した堤防沈下量を把握する調査手法を導入し、調査期間の 

短縮やコストの縮減により堤防管理の効率化を推進。【写真 7】【図 1】【図 2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）河川管理施設の管理の高度化 

・長寿命化対策にあわせ、適切な維持 

管理に向け、自動化や遠隔化等に 

よる施設管理の高度化を推進。 

【写真 8】 

＜課題＞ 

１ 河川管理施設の効率的・効果的な長寿命化対策の推進 

２ 労務単価の上昇や人手不足に対応した河川の適切な維持管理 

県民が日本一幸せに暮らせる県づくりに寄与する企業誘致及び 

地域の安全・安心を確保する公共インフラの整備・維持管理 

□長寿命化計画に基づいた予防保全 

【写真 5】水門の修繕事例（新川排水機場） 

水門を塗装 

【写真 4】除草前後の河川堤防（涸沼川） 

除草後 除草前 

【写真 8】樋門の遠隔化（落見川樋門） 

○津波警報や震度 5 以上の地震で 

自動閉鎖 

○遠隔操作により、水門を開閉可能

（日立市に操作委託） 

○令和 3 年より運用開始 

【表 1】長寿命化計画に位置付けている施設一覧（12 施設） 

No 施　設　名 河川名 経過年数

1 鉾田排水機場 鉾田川 37

2 城下川水門 城下川 29

3 八間堰水門 谷田川 55

4 新川排水機場 新川 49

5 備前川排水機場 備前川 36

6 上備前川水門 上備前川 34

7 三村水門 恋瀬川 49

8 稲荷川調整堰 稲荷川 48

9 向堀川水門 向堀川 22

10 法師戸排水機場 矢作川 61

11 幸田新排水機場 飯沼川 38

12 五霞落川水門 五霞落川 31

【写真 2】土砂堆積状況 【写真 3】護岸の損傷 

リモコン式草刈機 

【写真 6】リモコン式草刈機による除草 

 

【写真 1】水門ゲートの腐食事例（鉾田排水機場） 

□沈下傾向の大きい要注意箇所に

ついて効率的に抽出可能 

□衛星からのマイクロ波を地表面に 

照射により地表面の沈下量を把握 

【図 2】観測データの解析結果 【図 1】観測方法イメージ 【写真 7】従来の現地測量 

□これまでは、経年変化による堤

防の沈下を現地測量により調査 

【テーマ】 

安全・安心で住みやすさを確保する公共インフラの整備・維持管理 

（公共インフラの長寿命化対策及び日常管理の推進）（河川） 
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担当課  下水道課 

＜現状＞ 

１ 県管理下水道施設の概要 

・２以上の市町村からの下水を処理する７つの流域下水道と 

鹿島臨海工業地帯からの下水を処理する特定公共下水道に 

よる汚水処理を実施。【表-1】 

 

２ 県管理下水道施設の現状 

（１）老朽化の現状 

・最古の処理場は、土木施設の標準耐用年数である供用後 50 年以上が経過し、劣化が進行。【表-2】 

・管路の半数以上は、一般的に陥没の発生率が上がるとされる、設置・改修後 30 年以上が経過【表-3】  

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）日常管理・老朽化対策の実施状況 

・日常管理は、日常点検に基づき、修繕を実施。 

・老朽化対策は、定期点検等に基づき、計画的に予防保全等の長寿命化対策を実施。【表-4】 

 

 

 

 

 

 

 

（３）下水道管路の全国特別重点調査 

・令和７年１月に埼玉県八潮市で発生した道路陥没事故を受けて、 

内径２ｍ以上かつ設置・改修後 30年以上経過した下水道管  

（約 38.4km）について、下水道管路の全国特別重点調査を 

令和７年度に実施。 

 ・全国特別重点調査の判定基準は、従来の判定基準よりも厳格化 

されており、調査の結果、緊急度Ⅰの要対策延長が合計約 2.1ｋｍ 

あることが判明。【表-5】 

 ・処理場に近い管路は、損傷時の影響が大きく、流量が多いため復旧 

に時間を要することから、機能維持のための対応が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

＜展開すべき今後の施策＞ 

１ 下水道管路の全国特別重点調査により要対策と判定された箇所の対策 

 ・緊急度Ⅰの要対策延長 約 2.1km について、早期に対策を実施。 

 ・管内部の腐食に対しては、既設の下水道管の内側に新しい管を形成する 

「管更生工法【写真 1、2】」による対策を実施。 

・浸入水等に対しては、「止水工法【写真 3、4】」等の部分補修を実施。 

・対策工事完了までの間は、陥没事故を未然に防ぐため、定期的に 

「路面下空洞調査」及び「路面巡視」を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 下水道管路施設における点検・調査手法の強化 

（１）点検・調査の高頻度化 

 ・国ではコンクリートが腐食しやすい箇所だけでなく、地盤が弱い箇所 

などの要注意箇所において、点検・調査の頻度を増やすことを検討 

している。 

・こうした検討内容を踏まえ、県では道路陥没等の重大事故を未然に 

防止するため、点検・調査を高頻度化していく。【表-6】 

 

（２）調査方法の高度化 

 ・国では管内部のテレビカメラ調査に加え、現在技術開発が進められて 

いる飛行式ドローンなどの DX 技術の活用等による調査を検討。 

 ・県においても、異常の早期発見のため、積極的に調査方法の高度化を 

推進していく。 

 

３ 下水道施設の計画的な改修及び管路施設の多重化 

 ・下水道施設の計画的な改修について、定期点検等の 

結果から各施設の損傷状況を評価して、ストック 

マネジメント計画に反映し、予防保全等の長寿命化 

対策を実施することでライフサイクルコストの縮減 

を図る。 

 ・流量が多く、下水を流したままでは改修ができない 

  箇所では、管路施設の多重化として、管路の複線化 

や、複数の処理場を管路で接続し、下水を相互に融 

通できるようにする連絡管の整備等について検討を 

進める。【図-1】 

 

【テーマ】 

安全・安心で住みやすさを確保する公共インフラの整備・維持管理 

（公共インフラの長寿命化対策及び日常管理の推進）（下水道施設） 

県民が日本一幸せに暮らせる県づくりに寄与する企業誘致及び 

地域の安全・安心を確保する公共インフラの整備・維持管理 

＜課題＞ 

１ 下水道管路の全国特別重点調査により要対策と判定された箇所の早期対策が必要。 

２ 埼玉県八潮市では、点検・調査により緊急度が低いとされた管路でも、道路陥没事故が発生したこと 

から、点検・調査手法の強化が必要。 

３ 持続的な下水道機能の確保に向け、下水道施設の老朽化対策として計画的な改修が必要。 

  特に、災害時を含め損傷時の対応が容易でない下水道管路施設については、代替機能の確保（多重化）が必要。

 

表-2 処理場の経過年数（R7 末） 表-3 管路の経過年数（R7 末） 

写真 1 腐食（管更生前） 写真 2 腐食（管更生後） 

表-1 県管理下水道の概要（R7 末） 

表-5 全国特別重点調査の結果（R7 末） 

写真 4 浸入水（補修後） 

表-6 点検・調査の強化（案） 

供用年度 経過年数

1 深芝処理場 S45 55

2 利根浄化センター S51 49

3 霞ケ浦浄化センター S53 46

4 潮来浄化センター S61 39

5 那珂久慈浄化センター H1 36

6 さしまアクアステーション H9 28

7 きぬアクアステーション H11 26

8 小貝川東部浄化センター H15 22

処理場名
経過年数

延長
(km）

割合

30年未満 148.9 41.4%

30年～50年 170.7 47.5%

50年以上 39.8 11.1%

合計 359.4 100.0%

表-4 処理場・管路の点検・調査 

出典：下水道管路マネジメントのための技術基準等検討会 
「下水道管路マネジメントのための技術基準等に関する 
中間整理（令和 8年 1月）」を基に一部加工 

項目 流域下水道 特定公共下水道

対象市町村数 30市町村 2市

処理人口・対象企業 1,046,188人 165工場・事業所

処理場数 7処理場 1処理場

ポンプ場数 25箇所 3箇所

管路延長 317.8km 41.6km

流域名
重点調査

緊急度Ⅰ（要対策延長）

霞ケ浦湖北 59 m
霞ケ浦常南 1,371 m
那珂久慈 443 m

鹿島特定公共 203 m
合計 2,076 m

 

写真 3 浸入水（補修前） 

浸入水 

浸入水 

止水工 

施設 点検区分 実施内容 頻度 点検等の結果（R7末）

日常点検
目視点検
（異常の有無の確認）

１日１回 把握した異常箇所の修繕を実施

定期点検・調査
測定・分解調査等
（異常箇所の特定）

５～１０年に１回 速やかな対策が必要な箇所は無し

日常点検
路面等を目視する間接的な点検
（空洞等の異常の早期発見）

月１回 路面等の異常は無し

速やかな対策が必要な箇所は無し

処理場

管路
定期点検・調査

管路内で行う直接的な点検・調査
（テレビカメラによる腐食やひび割れ等の変状調査）

５～１０年に１回

図-1 管路の多重化 
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担当課  企業局施設課・統合準備室 
 

＜現状＞ 

水道用水供給事業の概要 

■ 企業局では、「安全で安心な水を安定的・継続的に供給する」、「時代のニーズに即した事業を実施す

る」、「公営企業として常に健全経営をめざす」という基本方針に基づき、水道用水供給事業を実施して

いる。 

■ 県内３つの事業区域において、３２市町村２企業団に対して水道用水を供給しており、市町村等が 

経営する水道事業を支えている。 

 

 

 
 

＜展開すべき今後の施策＞ 

○水道施設の強靭化  

１）地震対策 

 ・浄水場等 

企業局では、これまで大規模な地震の発生に備え、平成 12年度から水道施設の耐震化事業を実施し、

浄水場内の建築物や水管橋などの耐震補強、浄水場が機能を停止した際にバックアップするための緊急

連絡管の整備などを進め、昨年度までに完了した。 

 ・管路 

東日本大震災の被災状況を踏まえ、平成 24 年度に「管路更新事業化計画（H24～R9）（2回改定）」を策

定し、計画的に管路の耐震化を進めている。 

管路の耐震化率 

全体延長 
R7 末 R9 末見込 

耐震化延長 耐震化率 耐震化延長 耐震化率 

773.9km 520.6km 67.3％ 532.7km 68.8％ 

 ・非常用電源 

大規模な停電の発生に備え、浄水場などにおいて非常用自家発電設備の整備を進めている。 

２）老朽化対策 

・電気・機械設備 

平成 19 年度に「施設更新計画」を策定し、技術職員による日常的な点検やメンテナンスをきめ細やか

に行うことなどにより長寿命化を図りつつ、予防保全の考え方に基づいた更新を計画的に行っている。 

 ・管路 

令和６年度に実施した「ＡＩを活用した管路老朽度診断」の結果、管路を埋設した地盤の土質等によ

る老朽度合を考慮して、一律だった耐用年数の見直しを行い、新たな耐用年数に基づき更新事業を進め

ている。 

これにより、30 年間（2025 年-2054 年）の管路更新延長と事業費を比較すると、従来基準での更新と

比べて延長で 170 ㎞（約４割）、事業費で 878 億円（約５割）の低減効果が見込まれる。 

耐用年数見直しの効果（2025 年-2054 年の 30年で試算）  
従来基準 新基準 低減効果 

更新延長 455Km 285Km 170Km 

更新事業費 1,692 億円  814 億円 878 億円 
 

○広域連携の推進 

将来にわたり水道の持続可能な供給体制を確保するため、28 市町村等と水道事業の広域連携を進めてい

る（令和 10 年度に経営統合（経営の一体化）を予定）。 

具体的には、人口減少社会の到来を踏まえて、県や市町村等の浄水場の統廃合を進め、維持管理費用や

水道施設の更新費用を削減することにより、経営基盤の強化を図る。 

広域連携に伴う浄水場の統廃合［県企業局・統合 28 団体］  
2021 年度 2070 年度想定 削減数 

浄水場数 97 施設 38 施設 59 施設 
 

＜課題＞ 

１ 「令和８年熊本地震」や「令和６年能登半島地震」、「令和元年東日本台風」など、近年の自然災害は 

激甚化・頻発化していることから、地震対策及び老朽化対策など、水道施設の強靭化が必要 

２ 人口減少社会の到来など、経営環境の変化に適切に対応するため、広域連携の推進を図ることが必要 

【テーマ】 

安全・安心で住みやすさを確保する公共インフラの整備・ 

維持管理（上水道施設） 

県民が日本一幸せに暮らせる県づくりに寄与する企業誘致及び

地域の安全・安心を確保する公共インフラの整備・維持管理 
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【建築物の耐震補強】 【非常用自家発電設備】 【管路の耐震化】 
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